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研究開発 に新 しい流れ を

科学技術会議議員 武 安 義 光

渉

)

近頃基礎研究の強化が叫ばれ,一 方,創 造性 といったこ とに関心 が高 まってい ま

す。 これ には 日本 の技術が高度化 し,追 いつ け追 い越せの時代が過 ぎ,新 しい領域

を含め これか らの進歩 には基礎基盤か ら築 き上げ ることの必要性 を,産 業 界をは じ

め とす る関係者が強 く認識す るよ うになったこ とによ りましょう。 また,海 外諸国

との経済摩擦に関連 して商売にす ぐ結 びつかない基礎研究分 野における世 界への貢

献が著 しく少 ないとい う,い わゆる只乗 り論 に対す る反省が高 まったこ ともあ りま

しょう。

科学技術会議が数年 に一度作成す る長期 的政策 の指針 において強調 してい る主題

をふ りかえ ります。発足直後の30年 代では,研 究機 関の整備 と技術系人材養成の強

化であ り,40年 代前期 には,動 力炉開発,宇 宙開発 など大型の技術開発プ ロジェク

トの推進 を,40年 代後半では,環 境対策の強化,オ イル ショックのあ との50年 代 に

はエネルギー関連技術の推進であ り,低 成長期 に入 った昭和59年 末の答申では,基

礎研究の強化 と国際性の重視,特 に国際貢献 を図 ることを掲げてお ります。

この答申を基に して61年3月 には,科 学技術政策大綱が政府の方針 として閣議決

定 され ました。この ように科学技術政策に基礎研究の重視が トップに掲 げ られたの

も,戦 後 は じめての ことであ り,時 代の流れ を感 じさせ るものがあ ります。

一方
,国 が進め るべ き重点 としての研 究開発領域 は上記大綱 において も16領 域 を

掲げてお り,長 期的な国民経済安定のためのエネル ギー対策 もその重要性 を失 うも

のでない ことは当然であ ります。 しか し,今 後 これ を進め るに当 り新 しい見方 を入

れて行 くことが望 まれ ましょう。近時,石 油の値下 り,エ ネルギー需要の延 びの鈍

化 など新 しい状勢があ ります。研究開発において も基礎研究,基 盤技術の強化 を図

りつつ,長 期視点で取 り組むこ と,国 際協力 を大胆 に加味す るこ と,ま た,狭 議 の

国益 をこえて世 界への貢献 とい う視点で見直す こと,な どがあげ られ ま しょう。 ま

た基礎,基 盤分 野で,当 面の効用 を離れ人類共通 の知識の増加 に対 し創造的成果 を

あげるこ とがで きれば,こ れが新 しい時代の国益 につなが るこ ととな りましょうし,

それが期待 され る時代 を迎 えています。(た けやす よしみつ)
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1.世 界 の エ ネ ル ギ ー 消 費

始 め に大 き な話 か ら入 りた い と思 い ま す 。

図1に 示 し たの は世 界 の 人 口で す 。1650年

ご ろ約5億 で あ っ た 人 口 は,産 業 革 命 の こ ろ

か ら急 速 に 増 え て,今 日で は50億 に達 し ま し

た 。1950年 に は25億 で あ っ た こ とを 考 え る と,

ざ っ と3分 の1世 紀 の 間 に倍 増 し た こ とに な

ります 。 仮 に こ の調 子 で 増 え つづ け れ ば,来

世 紀 半 ば に は200億 と い う大 き な 数 に な りま

す 。

とこ ろで,世 界 の 人 々 の エ ネ ル ギ ー 消 費 量

は,同 じ3分 の1世 紀 の 間 に4倍 増 し ま した 。

そ の こ とが 同 じ図1に 示 され て い ま す 。 その

図 で は,ほ とん ど垂 直 に近 い 立 ち上 が り様 で

あ る こ と に驚 か され ます 。 数 字 で い え ば 最 近

の 年 間 エ ネ ル ギ ー 消 費 量 は 約300EJで す 。 た

だ しEJはExaJoul,つ ま り10の18乗 ジ ュー

ル の こ とで す 。

現 代 の 世 界 は 大 変 な エ ネ ル ギー 消 費 の 上 に

成 り立 っ て い る こ とが,あ ら た め て 認 識 させ

られ ます 。

世 界 の エ ネ ル ギー 消 費 の 様 子 を も う少 し詳
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回評議 員会 での講演 に手 を加 えたもので ある。
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図1世 界 の 人 口 と エ ネ ル ギ ー 消 費

しく観察すると,石 油危機 を境にして,大 き

な変化があったことがわか ります。

世界を二つに分けて,先進国の多い地域 と,

比較的発展途上国の 多い地域に分 けて見てみ

ると,図2に 示す ように,先 進国側では,石

油危機(1973,1979年)を 契機に して,そ れ

まで着実に伸びてきた線が折れ曲が り,特 に

第2次 石油危機以降は下がったままで,今 の

ところまだ回複の様子が見えません。一方,

途上国側では,石 油危機にもかかわらず,相
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図2先 進 国 とそ の他 諸 国 の エ ネ ル ギ ー 消 費

出 典:世 界 エ ネ ル ギー 会 議,No.4.2.2.15

(1986.10)

変 わらず増 えつづ けていることが わか りま

す。

最近(1986年10月)の 世界エネルギー会議

でも,今 後の途上国のエネルギー問題 に+分

配慮すべ きことが提言されました。

ついでながらこの会議では,閉 会に当たっ

ての総括講演で,次 のような主張がなされた

ことも注 目されます。「グローバルな尺度でみ

て,エ ネルギー資源に問題はな く,問 題 も予

想されない。われわれは資源の十分 な所在,

調達,利 用 を知っている。……問題は,社 会,

政治,経 済的な分配の問題である。」

もちろん 「資源の保存,既 存技術の改良,

新技術導入のための研究開発の必要性 を強

調」することも忘れられてはいませんが,か

ってローマ ・クラブが地球の資源の有限性に

対 して世界に警鐘を鳴 らしたことを思い出す

人も少な くないことでしょう。

2.石 油危機とその影響

ここで石油危機について振 りかえってみよ

うと思います。

第1次 石油危機iは1973年 に発生 しました

が,そ れはイスラエル とアラブ諸国 との間に

第4次 中東戦争が始 まった時のことです。ア

ラブ諸国からなる石油輸出国機構OAPEC

は,石 油生産を制限して,ア ラブ友好国に限

って従来通 り石油 を供給する反面,ア メリカ

とオランダに対 しては全面禁輸 とす るなど,

石油 を戦争の手段 として利用 しました。その

機に乗 じて,OPEC(石 油輸出国機構)は

いっせ いに石油の値上げをはか りました。そ

の結果,公 示価格で1バ レル約2.7ド ルであっ

たものが,1年 後には11ド ル,つ まり4倍 に

な りました。

第2次 石油危機は1978年 か ら79年 にかけて

発生 しましたが,こ の時には,イ ランで革命

があ り,同 国の石油生産が止 まったために石

油が品不足になったのが引 き金 となり,OP

ECは きわめて強気な姿勢をとるようになっ

て,そ の後段階的に石油価格 を引 き上げ,1

バレル34ド ルまでにな り,第1次 石油危機以

前 と比べれば実に12倍 ほどの高値 とな りまし

た。

そのため世界中の人々が,石 油の値段は今

後 も上が りつづけると予想するようになり,

貨幣価値の変動 も含めれば,1990年 ごろには

1バ レル100ド ルの石油が出現することだろ

うと予測するようになりました。
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その結果,石 炭資源の見直しをはじめ,石

油代替エネルギー と総称 される各種のエネル

ギー開発が活発に進め られるようにな り,原

子力発電に期待する国が急増しました。

けれども,あ まりにも極端な石油の値上げ

の結果 は,世界的に不況を招 き,その一方で,

代替エネルギーの開発利用が進み,さ らには

エネルギーの効率的利用,つ まり省エネルギ

ーが計られるようになって
,世 界の石油消費

は停滞するようになり,そ の上,非OPEC

諸国の石油増産 もあって,供 給過剰 となり,

石油価格は1982年 ごろをピー クにして落ちは

じめ,1985年 末には1バ レル26ド ル ぐらいま

で下が り,今 年(1986年)に 入ると20ド ルを

切 り,7月 には10ド ルさえ切る場面がありま

した。

この予想外の大幅な石油価格の低落によっ

て,い ま世界の石油代替エネルギー開発は,

軒並み,き わめて厳しい状況におかれている

ことはすでにご承知の とおりです。

3.原 子 力 の 動 き

いま振 りかえった通 り,世 界の石油事情が

この10年 余 りの間に大 きく変動したことの影

響は,原 子力発電の分野にも大きく現れまし

た。

石油の大幅値上げに成功 した中東諸国の多

くは,大量に流れ込んで くる ドルを利用 して,

今のうちに原子力発電技術 を手に入れ,自 国

の近代化 ・工業化を計るとともに,将 来の石

油枯渇後のエネルギー源の確保にも役立てよ

うと考え,原 子力に強い関心を寄せ るように

な りました。

一方,石 油に恵まれない国々も,高 い石油

を輸入す る負担 を少 しで も軽 くしようとし

て,や は り原子力に期待するようにな りまし

た。

ところが世界の多くの国々が原子力発電を

計画するようになってみると,世 界のウラン

資源量がまるで小さく見えて きました。机上

の計算では,今 世紀の末には もう足らなくな

ってしまう。しか も,そ の大部分の国が,軽

水炉 とよばれる型式の原子力発電 を考 えてい

ますか ら,そ れに必要な濃縮ウランを供給す

るための濃縮設備能力もたちまち不足するだ

ろうと思われました。

そこで,原 子炉から出た使用済燃料 を再処

理 して得 られるプル トニウムを積極的に利用

することや,増 殖炉を早 く開発す ることによ

って,ウ ラン資源の有効利用 を計 ることがど

うしても必要になると予想されました。

そんな状況のお りに,イ ン ドが核爆発実験

をや りました。1974年 のことです。イン ドは

カナダから提供された研究用原子炉か らの使

用済燃料 を自分で再処理 して手に入れたプル

トニウムを用いたのですが,こ の事実が,今

後原子力発電が世界各国に普及すれば,核 兵

器を作ろうとする国が増えるだろうことを暗

示することにな りました。いわゆる核拡散の

問題です。

原子力の平和利用を進めながら,一 方で核

拡散 を防止できる方策がないものか。 この難

しい問題に取 り組むためにインフセ(INF

CE,国 際核燃料サイクル評価)と 呼ばれる

国際的な検討作業が1977年 から80年 までウィ

ー ンで行われました。そしてその作業には実

に59力 国が参加 したのです。

その作業の結果を一言でいえば,原 子力平

和利用 と核拡散防止の両立策 としては,あ る
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型の原子炉 を採用すれば解決するといった技

術的解決法はな く,国 際的な制度を工夫する

以外 に手段 はないことが明 らかにな りまし

た。

今 日世界の原子力発電 を概観 してみると,

1985年 末で2億5千 万kWに 達 してお り,基

数に して374基 あ ります。(ち なみにわが国の

発電設備の規模が,原 子力も火力も水力 も合

計 して約1億5千 万kWで あることを参考

にすれば,大 体の大 きさがつかめましょう)

また,1985年 の1年 間に原子力発電によって

作 り出された世界の電力量は,総 発電量の約

15%を 占め,1兆4千 億kWhで した。仮に石

油火力によって発電する場合,15バ レルの原

油で1万kWhの 電気が出るとして計算すれ

ば,こ の原子力発電量は日量600万 バレルの石

油に相当します。最近のOPECの 石油生産

水準が 日量1,600な いし1,700万 バレルである

事実 と比較すれば,世 界の原子力発電規模が

もはや相当の大 きさに達 していることがおわ

か りになると思います。

しかし,こ の原子力発電の規模は,石 油危

機の時代に計画 された原子力発電の 目覚 まし

い成長予測に比べれば,ず いぶん とつつ まし

いものなのです。その結果,一 時期 きわめて

活発に進められたウラン資源探査にしても,

ウラン需給の大幅な緩和に影響 されて,こ の

ところ冷え込んでいます(図3)。

増殖炉に関 しても,一 時の熱い期待は遠の

いています。その最大の原因は,増 殖炉によ

る発電の経済性が軽水炉による発電に容易に

匹敵できそうにない上に,近 い将来ウラン資

源の枯渇を心配する必要がな くなったからに

外な りません。

ここで,参 考のためにフランスの場合につ
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いて紹介 してお きましょう。

この国は,今 日では世界で一番原子力発電

に力を入れている国です。1985年末で3,750万

kWの 原子力発電設備が働いていますが,今

でも毎年1基(約130万kW)の 割合で建設中

です。

実はフランスの場合 は国内にウラン資源が

あり(こ の国ではかって精力的な調査が行われ

ました),経 済的な資源(130ド ル以下/kgU)

の量は6.7万 トン(U)と 報告されています。

か し,こ の位の量では,例 えば5000万kWの

軽水炉型発電の8年 分余 りにしかなりません

(U160ト ンで100万kW1年 分 として算

定)。したがって,今 のフランスは当然ながら

相当量のウランを輸入 して使 っているのです

が,も しも増殖炉時代が来れば,事 情は一変

し,自 国のウランで十二分に自給で きる道が

開けます。このことは,フ ランスにとって,

エネルギーの安全保障の立場か らばか りでな

く,外 貨収支の点で もきわめて望 ましいこと
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に違いありません。だからこそ同国はこれ ま

で増殖炉開発にきわめて積極的に取 り組んで

きました。 しか も,そ れに成功すれば,こ ん

どは増殖炉 を独 占的に輸出する道 まで開けま

す。

残念ながら,増殖炉が実用できるまでには,

まだ相当の金 と人と時問がかかることが次第

にわかって来ています。

4.大 事 故 と そ の 影 響

今から7年 前(1979年),ア メリカのス リー

マイル島(TMI)原 子力発電所で大 きな事

故があ りました。この場合は,し か し格納容

器のお蔭で,周 囲に住む人々に放射線による

直接の被害を与えずにすみましたが,商 用の

原子炉で現実に炉心溶融が起 こったことが世

界中を驚かせ ました。

そして今年(1986年)4月,こ んどはソ連

のチェルノブイ リ原子力発電所で世界最悪の

事故が発生 しました。ソ連はかってアメリカ

より早 く世界最初の原子力発電所を作 った国

ですが,そ のときの炉型 を発展させたものが

今度事故を起 こした炉型に外 なりません。

こうして原子力の先進国であった二大国の

それぞれで,予 想をはるかに超える事故を起

こしたことは,先 進国の宿命 と見 るべ きか,

歴史の皮肉と見るべ きか,い ずれにして も,

巨大技術 システムの安全1生に対 しては,誰 も

大いに気 を引き締めてかからねばな りませ

ん。

今回のチェルノブイ リ事故では,大 量の放

射能が放出され,そ れが風に乗って遠 くヨー

ロッパの多くの国に運ばれた結果,牛 乳や飲

料水の摂取制限が行われ,原 子力に対する不

安感が高まりました。原子力発電をめ ぐって

かねてから論争のあった国では特に大きな影

響がみられます。例えば,オ ース トリアはは

っきりと原子力離れ を決めましたし,ス エー

デンの場合は現在ある原子力発電所 を次第に

停止する予定に していたのですが,そ の方針

を見直す可能性は明 らかに遠のきました。西

ドイツでは野党が反原子力の姿勢 を明確に打

ち出 したので,来 年1月 の総選挙 を世界中が

注目しています。

一方
,フ ランスの場合は,先 程やや詳 しく

紹介 したところですが,チ ェルノブイリの放

射能 もあまり届かなかったこともあって,ほ

とんど影響がないと伝 えられています。一言

でいって,こ れか らのヨーロッパ各国では,

国によ り原子力に対する姿勢に大 きな差異が

見 られるようになるのではないで しょうか。

5.エ ネ ル ギ ー 開発 の 特 質

増殖炉 の話 をした ときにいいましたよ う

に,ウ ラン資源の利用上大いに有効 と期待 さ

れても,そ の発電 コス トが高い うちは,あ く

まで開発段階であ り,試 用段階であって,本

格的に利用されることにはな りません。

このことは石油代替エネルギー開発のすべ

てについて言えることで,在 来エネルギーの

価格に匹敵するか,下 回らない限 り,大 量に

本格的に利用 されることはあ りません。もち

ろん,例 えば,電 池のように,使 い勝手が特

に優れている場合などは別ですが。

カラー ・テレビを例にとると,黒 白テレビ

の後か ら登場 し,黒 白よ りはずっと高い値段

で現れても,カ ラーのもつ魅力によって,客

寄せなどの業務用や,余 裕のある家庭がまず
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買いますか ら,開 発費用の一部が回収できる

ようにな り,次 第に量産 とコス ト低下の効果

によって市場 を広げてゆきます。つま り,新

製品といわれ るものは,た いていそんな形で

市場に入ってきます。 しかし,発 電技術の場

合は,出 て くるものが従来と全 く変わらない

電気であるために,コ ス トが高いうちは市場

に本格的に入ってい くことが不可能です。だ

からこそ,国 により,必 要に応 じ,い ろいろ

な助成策が とられるわけですが,そ れにも限

度があ ります。

6.新 エ ネ ル ギ ー 開 発

わが国ではよく,新 エネルギー という言葉

が使われます。 それは,今 後の研究開発によ

って実用が期待 される種類のエネルギーのこ

とです。その主なものとしては,太 陽の光 と

熱,風 力,海 洋,バ イオ(植 物)燃 料など,

太陽起源の もので,し たがって,枯 渇するこ

とな く再生可能エネルギーと呼ばれるものの

外に,地 熱,あ るいは石炭をもっときれいな

形や便利な形で使 う技術なども含 まれていま

す。しかし,ふつ う原子力は含めていません。

今 日の話の冒頭に述べたように,石 油危機

の後,世 界の多くの国で新エネルギーの開発

が盛んにな りました。特に第2次 石油危機の

後,1990年 ごろには1バ レル100ド ルもの石油

が出て きても不思議はない と思われた時期に

は,い ろいろな形の新エネルギーが採算が と

れるようになると期待 されたのも無理はあり

ません。

わが国でも1974年(昭 和49年),通 産省のサ

ンシャイン計画が発足し,第2次 石油危機の

あと1980年(昭 和55年),NEDO(新 エネル

ギー総合開発機構)が 官民協力の形で誕生 し

ました。

国際的にも,対石油戦略のためにIEA(国

際エネルギー機関)がOECD内 に設けられ

たのは1974年,第1次 石油危機の直後で した。

こうして石油への依存 を減 らそうと考える

国での開発努力は,具 体的にいろいろな形の

テス ト・プラン トや原型プ ラン トになって現

れ,な かにはそろそろ成績が出て くるもの も

出てきました。

例えば,ニ ュージーラン ドは,天 然ガスは

豊富にあるものの石油に恵まれず,そ こで天

然ガスからガソ リンを合成することを計画 し

ました。政府が75%,モ ー ビル ・オイル社が

25%の 合弁会社 を作って,天 然ガスからメタ

ノールを経てガソリンを作 るため,モ ービル

法 と呼ばれる方式(触 媒に特長がある)を 採

用 し,年 産57万 トンという大規模な設備を建

設 し,昨 年か ら運転を始めました。計画時に

は輸入ガソリンよりも安 くなるといっていた

のですが,石 油価格が下落 している最 中に生

産 を始める結果になってしまいました。

アメ リカは石炭資源 に特 に恵まれ てい ま

す。したがって石炭利用の新技術の開発 には,

ある時期,き わめて熱心で した。その一つに

石炭ガス化複合発電があ ります。それは石炭

をガス化 してガス ・ター ビンによる発電を行

い,そ の排ガスの熱 を利用 して蒸気ター ビン

による発電 も併せて行 うというものです。毎

日1,000ト ンの石炭を消費し,10万kWの 発

電 をするクール ・ウォーター発電所はカ リフ

ォルニアにあることもあって,こ こを訪門し

た日本人も少な くないと思われますが,い ま

運転3年 目(5年 計画)で す。

報告によれば,技 術的には優れた成績 を上
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げてお り,石 炭中のいおうの回収率97%,窒

素酸化物(NOx)の 排出は規制規準の10%,

連続4カ 月間の設備利用率70%と いった成績

が示されています。にもかかわ らず,現 在で

は天然ガスなどの燃料を用いた複合発電に対

して経済性で匹敵できない状況にあると報告

されています。

アメリカでは風力発電の利用 も活発で,と

くにカリフォルニア州では地理的事情にも恵

まれ,そ の上,最 近まで連邦 と州の両方か ら

税制上の優遇措置が とられていたこ ともあ

り,ま た発生電力を電力会社が買い取る制度

も整えられていることもあって盛んになりま

した。

実績によると,1基100～300kWと いった

設備の成績はおおむね良好の ようですが,そ

れを何万台も並べるとなると,広 大な土地の

アメリカといえども容易でないでしょうし,

その保守もまた楽なことではあ りません。

一方,1基 で1,000kWを 超 える大型風車の

場合は,風 車の差 し渡 しが50mも あるのです

が,そ の成績はあまり良 くあ りません。予測

した効率が出なかった り,材 料がす ぐ疲労破

壊する例 もあって,風 車の力学をもっと基礎

から研究すべ きだとい う説 も出ている状況で

す。

7,新 エネ ル ギ ー 開 発 の 課 題

新エネルギーに対 して国の内外で開発努力

が進められ,そ のための態勢 も整い,先 駆的

な設備 も作 られて成績が出始めた時期になっ

て,逆 に石油が大幅に値下 りしたのは何 とも

皮肉なことです。

そのため,今 日では新エネルギー開発への

期待は,一 時の ような性急なものではな くな

り,息 の長いものに変わって来ました。

例 えば,今 年の新エネルギー産業 シンポジ

ウム(1986年10月21～22日)で の向坂氏の基

調講演にもみ られたように,(イ)新 エネルギ

ー開発はエネルギー需給上は急がない。(ロ)

しかし,開 発の手を緩めると来世紀に間に合

わない。なぜ なら開発には時間がかかる。(ハ)

したがって来世紀を目ざして着実に進めるこ

とが望 まれる,と いったところが大方の期待

ということができます。

もちろん,今 後 も中東の産油国で政変が発

生し,一 時石油生産量が急落する可能性 もな

いわけではあ りません。しか し,こ れまでに

2度 も石油危機 を経験 した世界には,石 油の

備蓄や緊急融通の約束などの用意 もあって,

一時的混乱はあっても
,前 回のような深刻な

事態にはなるまいと思われます。 もちろん将

来のことは本当は誰にもわか らないので,わ

れわれは常 に複眼思考でなければなりません

が,少 な くとも,近 くまた石油の価格が高騰

することを期待 して,新 エネルギー開発を従

来通 りの構想の まま引っ張ってゆ くのは賢明

ではな く,再 点検はぜ ひとも必要 と思われま

す。

来世紀 までの15年,あ るいはさらに越えて

20年 にわたって回収 しえない資金を投入し続

け,ま た人材を投入 し続けることは,言 うは

易 く,行 うのは難 しいことです。おそらく欧

米諸国で も,今 後,石 油代替エネルギー開発

の計画 については見直 しや絞 り込みが行われ

るものと思われます。

なかで も,こ れまで各種のエネルギー開発

で世界の先頭に立っていたアメリカの様子が

大 きく変わ りつつあるのが気にかかるところ

8
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です。エネルギー省の予算について も,核 兵

器関係や海軍用原子炉の開発が増強される反

面,い わゆる新エネルギー関係 は目立って縮

小 しつつありますし,連 邦政府の研究開発費

の配分 をみて も,エ ネルギー関係の比率はす

でに宇宙関係を下回って小 さなものになって

います。

そのような情勢下にありながら,ア メリカ

ではエネルギー関係にあっても基礎研究重視

の姿勢は変わ りません。エネルギー関係の研

究開発予算全体の縮小が 目立つなかで,基 礎

研究重視の姿勢はかえって目立ちます。この

姿勢はアメリカの体質であるといって しまえ

ばそれまでのことで しょうが,わ が国に欠け

る体質なだけに,わ れわれ としては今後の動

きに特 に注 目したいと思 っています。

ひるがえってわが国の場合は,エ ネルギー

資源に恵まれず,そ のことを国民がよく知っ

ているので,エ ネルギー開発に対する理解は

一般にきわめて高いといえます。その上,世

界的にみたわが国の経済力は,今 日きわめて

強いもの とされています。 してみれば,わ れ

われは,自 分の将来のためばか りでなく,世

界の人類の将来のためにも,新 エネルギーの

開発 に根気 よく取 り組んでゆくべ き立場にあ

るといえるのではないで しょうか。

(おおつか ますひご エネルギー技術情報

センター長)

)
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1.は じ め に

私 は,1986年10月5日(日)か ら10日 働 ま で の

6日 間 フ ラ ン ス の カ ン ヌ で 開 催 さ れ た世 界 エ

ネ ル ギ ー 会 議(WorldEnergyConference)

第13回 定 期 大 会 に 出 席 す る機 会 を得 た 。

こ の 会 議 は,1924年 に 開 催 され た世 界 動 力

会 議 に 源 を発 して お り,1971年 の 定 期 大 会 か

ら世 界 エ ネ ル ギ ー 会 議 とい う名 称 に 改 め られ

た 。 こ の 会 議 は3年 に1回 開 催 さ れ,1977年

トル コの イ ス タ ンブ ー ル で,80年 西 ドイ ツ の

ミュ ン ヘ ンで,83年 イ ン ドの ニ ュ ー デ リー で

開 催 され,今 回 は フ ラ ン ス の カ ン ヌで 開 催 の

は こ び とな っ た 。 こ の 会 議 で は,世 界 各 国 の

エ ネ ル ギー 関係 者 が 集 ま り,経 済 的,社 会 的

問題 も含 め て エ ネ ル ギー に関 す る問 題 全 般 に

つ い て 情 報 の収 集,分 析,意 見 の 交 換 を行 い,

関 係 者 の 相 互 理 解 と親 睦 を は か る もの で あ

る 。

今 回 の 大 会 に は80を 超 え る 国 家 と国 際機 関

か ら同 伴 夫 人,出 席 関 係 者 を含 め て約4,000名

の 参加 者 が あ り,我 が 国 か ら も世 界 エ ネ ル ギ

ー 会 議 日本 国 内 委 員 会 議 長 堀 一 郎 氏(社 団 法

人 日本 動 力協 会 々長)を は じめ,電 力 会 社,

ガ ス会 社,メ ー カー,商 社,研 究 機 関 等 か ら

130名 以 上 が 参 加,こ の うち,10余 名 が 副 議 長,

パネラー,意 見発表者 として参加 した。

また,今 回はじめて開催された展示会にも,

フランス電力公社をは じめ,多 数の企業,団

体から出品され,我 が国か らも電気事業連合

会や電気機械 メーカーから高効率 コンバイン

ドサイクル火力発電のパネル等 多数が展示 さ

れ,我 が国の技術水準の高さを誇示 した。

2.会 場 の 警備

たまたま9月 にはいってパ リ市内で爆弾テ

ロ事件が頻発 したため,9月16日 か らフラン

ス入国に際 し,ビザの取得が義務づ けられた。

9月 中はフランス入国に際 し現地でビザが支

給されたが,10月 以降は出発国の大使館で取

得することになった。私は10月4日 のフラン

ス入国となったが,ビ ザに関 しては特に混乱

はなかった。

ところが,現 地カンヌでは世界中の要人が

集 まることもあってか,警 備体制は厳しかっ

た。参加者1人1人 に顔写真入 りの身分証明

書が発行され,会 場の入口ではカバンの中ま

でチェックする有様であった。

開会式には ミッテランフランス大統領 も出

席 されるとあって,特 に警備は厳しかった。

例 えば,会 場にカメラや書類カバンを持ちこ

1
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んではならない とか,さ らに同伴夫人のハ ン

ドバッグまでクロー クに預けよ,と いう規制

があった。

また,開 会式(10月5日16時)の 開会前2

時間はチェックイン(参 加受付)を 中断する

という予告があったため,日 本人のなかには

日本か らの出発便 を変更するなどの対策 を講

じた人 も多かったようである。

3.開 会 式

会 場 のPalaisdesFestivalsetdes

Congresは,カ ンヌの リゾー ト地域の中の埋

立地にあ り,2,000～2,500名 収容で きる大会

議室が2つ と300名程度以下が収容 できる中

小会議室10余 か ら構成されている。

開会式で主会場 に入 りきれない参加者は,

第2会 場で大型スクリーンで見られるように

セ ットされていた。

5日16時 か ら始 まった開会式は,ま ずエネ

ルギーの変遷をイメージした映像からは じま

る。人力か ら風力,そ して水力,産 業革命 を

経て石炭,石 油,原 子力へ とエネルギー源が

うつ り変 ってい く約30分 の若干抽象的な映画

であった。

若干の空白の時間があって,次 にスクリー

ンに小 さな蚊かシミのような ものが写 し出さ

れた。だんだん近づ いて くると,こ れがヘ リ

コプターだ とわかる。やがてヘ リコプターは

会場敷地内の広場 に到着 し,ミ ッテラン大統

領が降 りて くる。大統領はカンヌ市長らの出

迎えを受け,会 場外 の一般市民の歓迎を受け

ながら会場の方 に歩み,主 会場入 口への階段

をゆっくりと登 って きた。

ここでスクリーンの映像 は消 え,会 場の照

明が点灯 された。正面入口が開き,大 統領以

下要人が入場 し,参 加者は全貝起立 して拍手

をもって歓迎 した。実にタイ ミングよく事態

は推移 したが,若 干演出のや りす ぎという気

が しないで もない。

開 会 演 説 は,カ ン ヌ市 長AnneMarie

Dupuy夫 人の歓迎の言葉 を皮切 りに,第13回

定期大会組織委員長MarcelBoiteux(フ ラ

ンス電力公社名誉総裁,同 氏は会議終 了後,

世界エネルギー会議々長 をつ とめる)が,「 発

展途上国のために石油の保全に努めよう」 と

強調 した。次に,世 界エネルギー会議々長T.

R.SatishChandran(イ ン ド)が エネルギー

消費とGNP成 長率の関係 などを説明 しなが

ら,「我々はエネルギーの将来に対 して楽観的

であってはならない」と述べた。

4.ミ ッテ ラ ン大 統 領 の 演 説

開会式の最後は,ミ ッテラン大統領の演説

で締め くくられた。 この中で大統領は,本 大

会の意義 をたたえ,発 展途上国のための国際

協力を強調 して,概 要次のようなことを述べ

た。

「1983年にイン ドのニューデ リーで開催

された第12回 定期大会において,イ ンディ

ラ ・ガンジー ・イン ド首相は,『エネルギー

の存在するところに人間の生活がある。そ

れは強じんであ り,暖 か味 もあるが,ま た

残酷でもある』 と話され ましたが,私 も同

様の信念をもっている。

世界情勢は不確定要素が多く,例 えば,

石油市場 における供給の過剰,石 油価格の

急激な低下,チ ェルノブイル原子力発電所

の事故 など新たな困難に直面 してお り,い
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まや1970年 代前半(第1次 石油危機当時)

の予見は通用 しな くなっている。このよう

な時期にこの大会が開催されたことは極め

て意義深い。

資源のより公正な分配を行い,発 展途上

国のそれぞれの要請 に応えるためには,今

日のように国際的に無組織な状態は終 えん

させなければならない。国際機関による努

力 と国家間の双務的な協力が,国 の政策を

決めるための判断基準にならなければなら

ない。

多 くの発展途上国が直面 している深刻 な

財政危機 を解決するためには,開 発投資プ

ロジェク トの資金負担を軽減 させてい く必

要がある。過去の多くの開発プロジェク ト

は,こ れらの国々に負担 しきれない負債を

残 した。いまや発展途上国に対す る国際協

力は至上の責務である。 この場合,地 方的

な要請に応えること,す なわち,あ る国や

地域におけるエネルギー利用を最適化 し,

その国の開発 を促進するものでなければな

らない。」

開会式終了後,大 統領は展示会の開所式に

出席 し,テ ープカッ トを行 った。

5.会 議 の 内容

今 回 の 大 会 の メ イ ン テ ー マ は 「エ ネ ル ギ

ー:ニ ー ズ と 期 待(Energy二Needsand

Expectation)」 で あ っ て,会 議 の 中 心 を な す

テ クニ カ ル ・セ ッシ ョ ン は次 の よ うな4部 門

で構 成 さ れ て い る。

第1部 は 「1970年 以 降 の 世 界 の エ ネ ル ギ ー

情 勢 」 で あ って,国 家 や 地 域 に お け る エ ネ ル

ギ ー 需 給 バ ラ ン ス,消 費 部 門 ご との エ ネ ル ギ

一消費パ ターンの変化 ,合 理的なエネルギー

利用等が内容 となっている。

第2部 は 「エネルギー,経 済,環 境,そ の

相互関係」であって,エ ネルギー選択 と社会

的経済的ファクター との関係,エ ネルギー と

財政 ・資金調達 ・国際収支 との関係,将 来の

予測 と計画,エ ネルギー と環境問題等が取 り

あげられた。

第3部 は 「エネルギー技術 と経済に関する

国際協力」であって,エ ネルギー資源の国家

間の移動,技 術協力,製 品の流通,国 家間の電

力ゆう通等国際協力全般 を取 りあげている。

第4部 は 「我々は何をめざすべ きか」 とい

うテーマで,全 体 を総括 したセ ッションにな

ってお り,技 術開発 とその将来,中 期的な予

測 と計画,長 期展望等を扱っている。

世界各国か ら集め られた論文210点 あまり

をこれ らの部門別に分類整理 し,会 議では代

表的な事例 を発表 した り,と りまとめたもの

を報告する形で進め られた。

最後に,各 部門を総括したレビュー ・セッ

ションが持たれた。

この他に,円 卓会議 ワーキング ・グルー

プ,専 門家会合 として300人 程度以下の会議が

もたれた。

円卓会議 としては,次 のテーマで会合が持

たれた。

① 石油資源の保全

② 石炭利用

③ 総エネルギーにおける電力の役割の増

大

④ 発展途上国のエネルギー問題

⑤ 大平洋地域 におけるエネルギー

⑥ 天然ガス(経 済環境の変化,生 産 ・輸
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送技術)

⑦ 原子力発電の将来

ワーキング ・グループ としては,次 の会合

が持たれた。

① 火力発電の利用 可能性の向上

② 農業における合理的エネルギー利用

③ エネルギー関連の汚染物質の環境への

影響

④ 現在及び将来のエネルギー需要

⑤ 遠隔地やへ き地におけるガスの利用

⑥ 工業プ ロセスにおけるエネルギー消費

⑦ エネルギー部門における長期的投資

⑧ 家庭における伝統的エネルギーの利用

専門家会合 として次の会合が持たれた。

① 長期的なメタノール需要 と石炭か らの

メタノール生産の可能性

② ヒー トポンプ

③ 海洋温度差発電

④ 国別のエネルギー統計

⑤ エネルギー情報 システム

⑥ エネルギー用語

⑦70年 代のエネルギー予測の批判的検討

これ ら各種の会合は常設の委員会で最終的

にレポー トをとりまとめたものもあるが,半

日単位の会合であったため十分な討論ができ

なかった会合や事前調整がで きすぎの会合 も

あった。 しかし,そ れな りの成果があったも

の と考えている。

専門家会合④に関係する日本国のエネルギ

ー統計資料 は当研究所の橋詰正三主任研究員

が作成 して くれたものであり,伝 統的に高発

熱量べ一スで表示 していたデータを低発熱量

べ一スに改めた点で画期的なものである。お

かげで小生は"DOCUMENTATION

-ENQUETEENERGYRESOURCES"

という称号(?)を 受けることができた。橋詰

君の労に深 く感謝する次第である。

6.閉 会 式

閉会式は10日 團11時 か ら開催された。この中

でプログラム委員長フォスター氏(カ ナダ,

元カナダ原子力公社総裁,同 氏は今後執行理

事会委員長をつとめる)が 大会のとりまとめ

報告 を行った。その内容は多岐にわたるが,

世界のエネルギー情勢 を端的に表現 している

ので,(社)海 外電力調査会専務理事 武 田康

氏のメモを紹介したい。

フォスター氏の演説は次のように主張 して

いると考えているが,今 大会のコンセンサス

のような気がする。

「この10余 年のあいだ,世 界は2度 のオ

イルショックか ら幸いたちなおることがで

きたが,こ の間に経済は活力をなくしてし

まったようである。 しか し,こ の経験から

各国 とも最大限のエネルギー自立を求めて

行動 しているようである。エネルギー自立

は資源 と技術に恵まれたご く一部の国 しか

で きないことであるが,政 策はその方向を

めざしている。

エネルギー資源の賦存量その ものについ

ては,当 面大 きな問題はない。問題はその

流通 と配分をめ ぐって社会的,政 治的,経

済的ファクター をいかに調整 してい くか と

いうことであろう。」

最後に会場に設営されたスクリー ンで1989

年の第14回 大会の開催国であるカナ ダの風

景,産 業,エ ネルギー施設等が紹介 された。

フィナーレで次期開催地モン トリオールの市

長が衛星同時中継で登場 し,カ ンヌ市長 とメ
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ッセー ジの交換 を行 った。

この会議は特別の結論を出すことを目的 と

しているわけではな く,情 報交換 と相互理解

を目的としたものであるが,「発展途上国のエ

ネルギー開発 を支援 してい くべ きこと」が力

強 く印象づ けられる会議であった。(いの うえ

いちろ う プ ロジェク ト試験研究部長)

補遺

フォスター委員長報告の概要

5エ ネルギー全体 の中で電力の役割 は大 き

くなってお り,化 石資源の効果的利用 とも

結びついている。

6発 展途上国のエネルギーに関 しては,地

域エネルギー(ロ ーカルエネルギー)を 利

用した電力が重要なテーマ として取 り上げ

られている。

7エ ネルギーの効率的利用(省 エネルギー)

は,地 域熱供給 を進める主要な要因である

とともに,先 進工業国の工業分野のエネル

ギー使用において も最大の関心事である。

世界エネルギー会議第13回 定期大会の閉会

式においてプ ログラム委員会の とりまとめ結

果 をフォスター委員長が報告 した。(前 述6.

閉会式参照)同 報告は多岐にわたるエネルギ

ー問題 を簡潔に とりまとめていると思われる

ので紹介 したい。本記事は(社)海 外電力調査

会専務理事 武 田康 氏のメモによる。公表 を

許 された同氏に厚 く謝意 を表 したい。

1エ ネルギーの供給 ・利用

1各 種のエネルギー利用技術が幅広 く開発

され,利 用 しうるように用意 されている。

2石 炭の復活 という認識が高 まり,石 炭貿

易が拡大 している。石炭の クリーン燃焼が

注目されている。

3石 油,天 然ガスはこれか らも重要な役割

を持つ。世界の資源賦存量は当面の重要問

題ではないが,新 資源は高価である。

4原 子力は電力供給の7分 の1を 占めてい

る。その運転実績の積み上げにより,チ ェ

ルノブイル事故にもかかわらず,安 全かつ

主要なエネルギー源であるとい う信念は強

まっている。

2社 会,環 境,資 源保全

1エ ネルギーに対する社会的関心の重要性

が指摘された。これは教育や心構 えと密接

に関連 している。

2発 展途上国ではエネルギー利用の改善 を

図るために数育 ・訓練 と公衆の参加が必要

であり,ま た先進国でもエネルギー開発に

対する社会的な理解が重要である。

3環 境保全 については,あ らゆるエネルギ

ー開発において主要課題 として取 り上げら

れてお り,ま たこの大会で もその認識 を新

たにした。

4資 源の保存に関しては,1973年 か ら83年

までの過去10年 間に先進工業諸国の経済は

30%成 長 したのに対 し,エ ネルギー消費は

5%増 にすぎず,省 エネルギーが進展 して

いる。 また,発 展途上国においては,既 存

の資源(木 材,廃 棄物など)の 利用効率の

改善が,資 本集約的エネルギーが利用 しう

るまでの過程において緊急な課題 となって

いる。

5エ ネルギー価格の低下にもかかわらず,

省エネルギー努力は継続 していく必要があ

夏
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る こ とが 強 調 され た 。

3国 際協力

1国 際協力に関 しては,ミ ッテラン大統領

も関係者の連携強化 と開発協力の必要性 を

強調 したが,国 際協力は世界エネルギー会

議の基本理念であ り,今 回も主要なテーマ

となっている。

2エ ネルギー国際協力は進展 してお り,特

に先進工業国間で進んでいる。その形態も

商業べ一ス及び援助べ一スの両面で,2国

間または多国間において,貿 易,金 融,教

育,技 術移転等多面 にわたっている。

3エ ネルギー開発における最大の制約は資

本 と外貨の不足である。特に発展途上国で

深刻であ り,世 界銀行等からの資金供給の

円滑化,南 北貿易拡大等 と経済協力が必要

である。これにより投資 をまかなうことが

可能である。

4発 展途上国 としては先進国からの一方的

協力を得 るだけでなく,自らの資源,人 材,

資金確保策等 を開発することが基本的責任

である。このためそれぞれの知識,経 験を

生かした協力が必要である。

5今 大会において も多 くの国際協力の事例

が報告 されたが,今 後は水資源開発,大 気

環境保全,森 林保全,温 室効果対策,原 子

力安全等の国際的規模での問題取 り組みが

求められている。

4回 顧 と展望

1過 去10数 年 をふ り返 ると,2度 の石油危

機から立ち直ることができたことは特記事

項に値す る。しか し,こ の克服 を通 じてあ

る種の活力を失ってしまってお り,再 度危

機 を試みるのは賢明ではない。

2石 油危機のいまひとつの影響 は,各 国 と

もエネルギー自立をめざして行動 している

ことである。エネルギー 自立は一部の恵ま

れた国しかで きないことであるが,ど の国

も政策的にはその方向にある。

3例 えば,あ る国では原子力を,ま た石油強

制 回収 を,石炭液化 を,その他 さまざまな努

力を行 っている。現在は無駄か もしれない

が,将 来は必ず役立つ ものと期待 される。

5エ ネルギー分析

1エ ネルギー予測は,正 確 に予測できるま

でには至っていないが,計 画策定のため適

切な判断情報を提供で きるようになって き

ている。

6今 後の展望

1当 分のあいだ,地 球規模ではエネルギー

資源の賦存 に関 して は問題 なさそうであ

る。我々は資源のあり場所 と使い方を知っ

ている。問題はその配分 という社会的,政

治的,経 済的問題であ り,い かに適切に人

的,資 本的資源を活用 して配分 を行 うかと

いうことである。

2こ の課題 を解決 してい くため世界エネル

ギー会議は,国 際協力を一層強化すべ しと

いうミッテラン大統領のアピールに強い共

感 を覚えるものである。

3今 後 とも十分 なエネルギー供給の メリッ

トを享受 してい くため,省 エネルギー対策

の強化,既 存技術の改良 と新技術導入のた

めの技術開発の促進にむけて政治財政当局

に強力に働 きかけていきたい。これが今大

会の結論であろう。

一15一



海外 における高 レベル放射性廃棄物

処理処分の研究開発の現状

松 井 一 秋

1.は じ め に

1986年 の8月 の最終の週 と9月 の第一週の

二週間に渡 り,題記について,ス ウェーデン,

ベルギー,ス イス,フ ランスと米国の欧米5

力国の関連諸機関を訪問 し,調 査=する機会を

得たので,こ こにその概要 を報告する。 これ

ら5力 国は,表1の 原子力発電の現状にみら

れるように電力生産 における原子力発電の比

率が高 く,い わば原子力発電先進国である。

この海外調査は,欧 米諸国における高レベ

ル放射性廃棄物(HLW)の 処理 ・処分研究

開発の状況 を全般的に調べること,特 に,処

分の特殊な性格を考 え,処 分についてのパブ

リックアクセプタンスの一端 を調べることを

目的 とし,当 研究所が企画 し,関 係各位の協

力を得て実施 したものである。

報告に先立ち,報 告内容理解の一助に,H

LWの 原子力発電における位置付 けについて

簡単に述べ,そ のあと本論に入ることとする。

2.HLWと 核 燃 料 サ イ ク ル

原子炉で,あ る割合 まで核分裂させ,エ ネ

ルギー を出 した後の燃料を使用済燃料 と呼ぶ

表1関 連 諸 国の 原子 力発電 の現 状(1985年)
1

原 子 力 発 電 設 備 容 量 原子力発電電力量

N,tGWel% 基 数 NetTWh %

ス ウ ェ ー デ ン

ベ ル ギ ー

ス イ ス

フ ラ ン ス

米 国

西 ド イ ツ

日 本

9.5

5.4

2.9

39.0

80.1

16.2

24.71

28.7

39.7

19.2

44.1

11.7

17.4

16.0

運 転 中/建 設 中

12/0

7/0

5/0

44/17

94/32

18/5

33/ll

55.9

32.4

21.3

213.1

384.0

119.6

157.0

42.2

59.8

39.8

64.8

15.6

31.2

26.1

出 典:OECD/NEA:SummaryofNuclearPowerandFuelCycleData.
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が,そ の組成を見ると,大 部分が もとのまま

のウランであり,新 らたに生成 したプル トニ

ウムと燃えかすである核分裂生成物(Fission

Products:FP)の 量は比較的少い(使 用済燃

料中に約3パ ーセン ト程度含まれている)。使

用済燃料か ら,ウ ランやプル トニウムを取 り

除いたものを高レベル放射性廃棄物 と呼ぶ。

核分裂生成物の内,気体状 と揮発性の核種(ク

リプ トンや ヨウ素など)を 除 く他の全ての核

種のほ とんど全部が この中に含 まれることに

なる。使用済燃料か らウランやプル トニウム

を回収するこ とを再処理 と呼ぶが,現 在工

業的に用い られているピュレックス法は溶

媒 による抽出操 作が主体 の湿 式法であ る。

ウランとプル トニウムを抽出した後の硝酸溶

液の中に核分裂生成物の大部分が含まれてい

る。

このように放射能が高 く,放 射線が強い物

⇔隔 製 錬

=
回
盲

ガラス固化体

30本(IOO2/本)

核分 裂生 成物10wt%

天 然 ウラン180ト ン

⇒

質の,腐 食性の高い硝酸溶液 を,長 期に渡っ

てタンクに貯蔵 してお くことは,あ ま り適当

とは考えられておらず,も っと長期的に安定

な形態,固体 に変 えて しまう方が安全である。

固体 としては,現 在,世 界的に広 く受け入れ

られているのはガラスである。ガラス原料 と

HLWを 共に溶かして,均 質のガラス固化体

を作 りあげるわけである。

硝酸溶液であっても,ガ ラス固化体であっ

ても高 レベル放射性廃棄物の特性は,ま ず第

一に
,放 射能が高 く,貯 蔵に際しては,放 射

線遮蔽 と遠隔操作が必要 となること,ま た放

射線のエネルギーが廃棄物 自体 に も吸収 さ

れ,廃 棄物自体の温度 も上 ってきて,い わゆ

る崩壊熱による自己発熱反応があり,冷 却手

段を講 じる必要がある。

第2に は,プ ル トニウム以外の超 ウラン元

素(ネ プツニウム,ア メリシウム,キ ュリウ

核分裂生成物

09ト ン

趨拶

減損ウラン

〃150ト ン

ガラス固化

高 レベル放射
性廃液 L

図1

魂 ン

驚

濃縮 ウラン

30ト ン

。祀
加工

(転換)

Ω
麟 物貯蔵 却 原子炉

100万KW一軽水炉

核 燃料 サ イクル と諸量

(電気 出 力百万 キロ ワ ッ ト相 当の平 均的 な軽 水炉 を1年 間運転 した場 合)
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ム等)の ほ とんどが含 まれていて,こ れ らは

半減期の長 いアルファ放射性核種が 多いの

で,長 期間の隔離が必要 となる。そこで,例

えば,千 年位経つ と,核 分裂生成物は壊変 し

ていて,超 ウラン元素の影響の方が相対的に

大きくなってしまう。

使用済燃料 を再処理 しないで高レベル廃棄

物 として扱 うと,す なわち,ウ ランとプル ト

ニウム,気 体や揮発性の核種が分離されてい

な くて,そ のまま全部廃棄物 となる。 また,

廃棄物の形態は燃料集合体そのままか,あ る

いは燃料 ピンまで解体 されたもの となり,容

量的にはガラス固化体 より,か なり大 きなも

の となる。ウランやプル トニウム という核燃

料物質 を有効に回収利用 しないという致命的

な欠陥があるものの,再 処理プロセスを省略

してしまっていることと,再 処理プロセスか

ら発生するその他の廃棄物がないという特徴

である。

100万kWe相 当の平均 的な軽水炉 を1年

間運転するのに必要なウランの量や,発 生す

る核分裂生成物の量な どの 目安 を図1に 示

す。図では再処理か らの回収ウランや,プ ル

トニウムが リサイクルされることになってい

るが,数 量はこれ らの リサイクルのない場合

である。プル トニウムをリサイクルすると天

然ウランは約1/3節 約 となる(1/3MOX炉 心

のSelf-GeneratingReactorの 場合)。回収ウ

ランをリサイクルす ると,さ らに1割 以上の

節約 となり(回 収ウランと天然ウランを等価

とみなした場合),両 者合わせて,約5割 の天

然ウランの節約 となる。最近はや りの高燃焼

度によってもかなりの天然ウラン使用量の節

約が図られるが,プ ル トニウムやウランの リ

サイクルを組合わせ ると,節 約効果は相乗的

に大 きくなる。

高燃焼度化すると燃焼度に反比例 して使用

済燃料は減 って くるが,核分裂生成物の量は,

そ う変 らないはずである。そこで,100万kWe

の原子力発電所からは約1ト ン弱の核分裂生

成物が発生し,これをガラスに溶かしこむ と,

高さ1メ ー トル,径40セ ンチメー トルほどの

ステンレス製の容器(キ ャニスター と呼ぶ)

が約30本 でき,ガ ラスの総重量は10ト ン弱で

ある。これに対 し,100万kWeの 石炭火力は

約300万 トンの石炭を1年 間に使い,発生する

石炭灰は50万 トン程度 となる。

3.各 国におけるHLW処 分技術開発への

取組み

1)ス ウェーデン

2010年 までに原子力発電所を全て停止する

というリファレンダム(国 民投票)が あるが,

その後始末,廃 棄物の処理 ・処分についての

研究開発については歴史的に も長い。当初海

外再処理(我 国 と同様にイギ リスとフランス

に再処理を委託している)よ り戻 って くるガ

ラス固化体の処分を中心に考えていたが,今

は使用済み燃料 を再処理せず,直 接処分する

ことを,米 国と同じように考えている。既に

契約 してある海外再処理分は他国の使用済燃

料 とスワッピングし,ガ ラス固化体の代 りに

使用済燃料 を受けとりたいと思 っている。

スウェーデンでは,ス ウェーデン核燃料 ・

廃棄物管理会社(略 してSKB)と いう電力

出資,政 府管掌の民間会社が電力の責任とさ

れている廃棄物管理 と研究 ・開発の仕事 を委

託されている。

ス トリーパ鉱山の花こう岩層における種々の
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写真1ス トリーパ鉱山(ス ウェーデン)で の

核種移行試験

研究は,国 際共同研究 として歴史の長いもの

だが(我 国も参画 している),本 年より第3段

階(総 合的研究)に 入る予定である(仏 は抜

けるとの事)。ス トリーパはあ くまでも試験研

究用であ り,実 際の処分場になる事はない。

(付近に鉄 を始めとして,幾 つかの鉱物があ

る事が判 ってお り,遠 い将来,資 源開発の可

能性が考 えられるからである。)最近,使 用済

燃料の中間貯蔵施設のあるオスカー シャムに

第2の 試験場を作る計画が発表されたが,処

分場の最有力候補 と考えられる。

2)ベ ルギー

モル市の近郊にある原子力研究センター

(STUDIECENTRUNVOORKER・

NENERGIE/CENTRED'ETUDEDE

L'ENERGIENUCLEAIRE,略 してS.C.

1ノコ ココ

認 三
酒 顎
1¥÷

◎
8ど 「～

写真2モ ル(ベ ル ギー)の 地 下実験 施 設坑 道 内

K./C.E.N.)が,高 レベル放射性およびア

ルファ廃棄物の処分について,10年 以上 も前

か ら研究を行っている。

研究センター敷地の下の粘土層(頁 岩)に

地下実験場を持 ってお り結晶性の岩石でない

所にユニー クさがある。一部,仏 の放射性廃

棄物管理機関(ANDRA)と の共同研究 もあ

り,我 国も動燃事業団を通 じて研究に参画す

る予定 と言われる。

地下実験場坑道の拡張等のパイロッ ト試験

の延長 として,研 究所内に実験の処分場を作

る計画案がある。実験の担当者によると,今

の所,モ ル地区の粘土層中の処分研究では,

肯定的な結果が出ているとの事。

3)ス イス

放射性廃棄物貯蔵公社(NationalCoope-

rativeforthestorageofRadioactive

Waste;NAGRA)が,ス イス連邦および電

力6社 によって作 られ,放 射性廃棄物の最終

処分 についての研究 と計画の実施責任を持 っ

ている。

8基 の原子力発電所(現 在5基 運転,3基

計画中)が40年 間稼動する事によって発生す

る廃棄物の処分計画 を検討 している。低,中

レベル廃棄物 については緊急 を要するとの事

で,サ イ ト選定等,急 いでいる。

高レベル廃棄物の処分 については,ス イス

北部の地表から比較的近 い,花 商岩層 を対象

として,6個 所でボー リングを実施 している。

さらに6個 所のボー リングをする予定。地下

実験場であるグリムゼルは,ア ルプス造山活

動 によって隆起 している花商岩層で,水 力発

電所用の トンネルの脇に設置されている。将

来の処分場候補地で実施する試験方法の開発

等を,主 として ドイツとの共同で実施 してお

一19一



ピ

輸
跳

写真3グ リムゼ ル(ス イス)地 下実験 場

り,グ リムゼルで処分する事はない。

又,ス イスの本心は,HLWの 処分は経済

性の観点か らも,他 国で まとめてやって欲 し

いと思 っている。

4)フ ランス

原子力庁(CEA)の マルクールセンター

では,ホ ス トロック(地 層処分場の岩体)と

して花 こう岩 を想定 して,浸 出試験等の基本

的 なコー ル ド及びホッ トの試験 を行 ってい

る。フランス中部 の花 こ う岩層で1個 所,

1,000m程 のボー リングを行った事があるが,

今後は地質調査 と連携す る。

処分 に関 しては,原 子力庁の下の放射性廃

棄物管理機関であるANDRAが 責任を持っ

ていて,ホ ス トロックとして,花 こう岩,粘

土層,岩 塩のオプションありとしているが,

CEAは 花こう岩を推 している。いずれにし

ても処分予定地に,地 下実験場 を作ることに

している。

しか し,原 子力先進国にしては,HLWの

処分 スケジュール,シ ナ リオは他国に比べて,

さほど明らかではないように見受 けられる。

5)米 国

核燃料7万 トン相当の高レベル廃棄物処分

場が1998年 から運開されるべ く,現 在3つ の

候補地が選定されていて,処 分場 としての特

性評価がこれから始まる所である(1991年 ま

でに1つ にしぼ られる予定である。)。その内

の一つであるハ ンフォー ド(ワ シン トン州)

では,NSTF(NearSurfaceTestFacility,

近地表試験施設)と 称する,山 の中腹にあけ

た地下実験場があ り,ま た,地 下1,000mま で

堀 るリグが組み立てられてお り,特 性評価の

開始 を持っている。この竪坑は2本 堀 られて,

横坑でつなげられ,地 質及び水理上の調査が

行われる予定で,こ れ らは処分予定地内にあ

る。

米国における民間の高 レベル廃棄物 とは使

用済み燃料を意味する。軍事 目的(プ ル トニ

ウム生産)で 発生した高 レベル廃液はガラス

写真4ハ ン フ ォー ド(米 国)のNSTF

無
糧■

写 真5ハ ンフ ォー ド(米 国)の 竪坑 用 リグ
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固化され,民 間の廃棄物である使用済み燃料

とともに地層処分 されることになっている。

ハンフォー ドでは,低 レベル廃棄物の処分

が大々的に行われている。

参考のため,次 に我国における情況 をまと

めてみる。

6)日 本

我国も,例 えばフランス,ベ ルギー,ス イ

スと同じように,使 用済燃料の再処理から発

生する高レベル放射性廃棄物は,ガ ラス固化

され,処 分 に適す る状態になるまで,冷 却の

ため貯蔵 し,そ の後地層に処分することを基

本的な方針 としている。

処理 ・処分の実施 と研究開発は動燃事業団

が中心 となること,安 全性の評価や新技術 に

ついては,日 本原子力研究所が担当すること

となっている。

処分については,2000年 頃に処分技術の実

証を行 うことを目標 としている。現在,第1

段階 として 「可能性のある地層」の中から「有

効な地層」を選定 したことになってお り,未

固結岩等を別 とすれば,岩 石の種類には関係

なく,地 質条件 と人工バ リアによって処分シ

ステムの安全性が確保できる見通 しが得 られ

たとしている。

これに引続 き,昭 和60年 度より,10年 間の

予定で処分予定地の選定が行われる予定であ

る。

現在,動 燃事業団が北海道の幌延に建設を

予定 している,い わゆる貯蔵工学センターは,

ス トリーパやグ リムゼルの様な,深 地層試験

場 と,東 海工場で作られる予定の高 レベルガ

ラス固化体の貯蔵プラン ト等から構成 される

計画である。

4.HLW処 理技術開発について

1)ガ ラス 固化

ガ ラ ス 固 化 技 術 開 発 は,主 と して,仏,独,

米,日 で 行 わ れ て い るが,フ ラ ン ス で はAV

M(マ ル クー ル 固 化 プ ラ ン トの 略)が 既 に稼

動 して お り,さ らに,ラ ・ア ー グのUP-2,

UP-3の 両 再 処 理 工 場 で も同 じ もの が3系

列 ず つ 建 設 中 で あ る。 ま た イ ギ リス の セ ラ フ

ィー ル ドに建 設 中 の 再 処 理 工 場,THORP

もAVM方 式 を採 用 して い る。

写真6パ メ ラ(ベ ル ギー,ベ ル ゴプ ロ セス)

ガ ラ ス固化処 理施 設

一 方
,溶 融 ガ ラ ス に直 接 通 電 して 融 解 す る

方 式 は 米 国,ド イ ツ,日 本 で 開 発 さ れ て い て,

米 国 と ドイ ツ(但 し,装 置 は ベ ル ギ ー の ベ ル

ゴ プ ロセ スー 現 在 休 止 中 の再 処 理 工 場 ユ ー ロ

ケ ミ ッ クー 内 に あ る。)で は ホ ッ トの 試 験 中

で,日 本 で は ホ ッ トの プ ラ ン トが 来 年 度 よ り

東 海 再 処 理 工 場 内 に建 設 され る。 米 国 で は,

ハ ン フ ォー ド,ウ ェ ス トヴ ァ レー,サ バ ン ナ

リバ ー の 再 処 理 関 連 施 設3個 所 にHLW廃 液

処 理 の た め の プ ラ ン トが建 設 され る予 定 で あ

る。 ベ ル ゴプ ロ セ ス の プ ラ ン トは,ユ ー ロ ケ

ミ ッ ク に残 っ て い る廃 液 を処 理 し,現 在,建

設 中 の ドイ ツ の ヴ ァ ッカ ー ス ドル フ の 再 処 理

工 場 に は 同様 の もの を建 設 す る予 定 で あ る。
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しかし,ど の溶解炉 も,燃 焼度の低い使用済

み燃料からの核分裂生成物 を溶か した経験が

多いようだ。

2)使 用済燃料のコンディショニ ング

スウェーデンでは,燃 料集合体ごと溶けた

銅 につけたマ トリックスの処分 を提案 した

が,経 済性から再検討中である。

米国では,集合体から燃料 ピンをはず して,

密に詰め直 し,廃 棄物 としての体積 をコンパ

クトにする事 を考えている。

5.パ ブ リ ッ ク ・ア ク セ プ タ ンス(PA)に

つ い て

高レベル廃棄物の処分については,各 国とも,

充分に気 を使 っているようで,試 験場で何 を

やっているか全てオープンに,パ ネル,パ ン

フなどを用意し,見 学者を受け入れている。

実験の多 くが国際協力で行われていることも

宣伝に使われている。

1)ス トリーパ鉱山

花こう岩層における国際研究協力の場 とし

ての役割 を強調 している。85年 夏,実 際の処

分実験が行われるとの噂が立ち,否 定するの

に苦労 した とのことであった。 また反対派が

ジャーナ リス トを引き連れて現われた事 もあ

る。集会室には,模 型やパネル,パ ンフ,地

下の実験現場にもパネルが並んでいるが,当

初より一般向 きに作成 したとは思えない。

2)モ ル原子力研究センター

モルで,何 か新 しい事を始める時は,国,

地方 レベルの政治家,ジ ャーナ リス ト,さ ら

に国境 に近い隣国のオランダの市長等に説明

している。

およそ2年 に1度 の割合で,基 本的には何

も隠さない。地下実験場や集会室は,と て も

一般人向けの説明がなされているとは思えな

い 。

3)グ リム ゼ ル ロ ッ クラ ボ ラ トリー

地 下 実 験 場 の 存 在 す る 目的 の 一 つ がPAに

あ る との 事 で,ま た施 設 も新 し くパ ネ ル や 資

料 も よ くで きて い る。 水 力 発 電 所 用 の トン ネ

ル は 大 型 バ ス も通 行 可 能 で,年 間2～3,000人

の 見 学 者 が あ る との 事 で あ る。

4)マ ル クー ル 原 子 力 セ ン ター

マ ル クー ル で は,特 に 一 般 の 理 解 を得 る苦

労 が 多 くは な か っ た よ うで あ る が,チ ェ ル ノ

ブ イ ル 以 降 事 態 は 多 少 変 っ て き て い る よ う

だ 。 処 分 場 の選 択 に 当 た って は,地 域 の 住 民

や 当 局 との接 触 が 必 須 と な る。

高 速 原 型 炉 フ ェ ニ ッ クス で は,新 しい ヴ ィ

ジ ター セ ン ター を敷 地 内 に用 意 し,ま た プ ラ

ン ト内 に もヴ ィ ジ タ ー 用 の 通 路 や,案 内用 の

器 具 な ど も あ る。

マ ル クー ル,フ ェ ニ ッ ク ス は ロー ヌ 川 沿 い

に あ り,下 流 に は ア ヴ ィ ニ オ ン,マ ル セ イ ユ,

す ぐ上 流 に は,ユ ー ロデ ィ フ(フ ラ ン ス が 主

体 とな っ て い る 国際 ウ ラ ン濃 縮 会 社)の ウ ラ

ン濃 縮 工 場 が あ り,さ ら に さ か の ぼ る と リ ヨ

ン,ス ー パ ー フ ェ ニ ッ ク ス(高 速 実 証 炉),ジ

ュ ネ ー ブ の 脇 の レマ ン湖 を抜 け る と,実 に グ

リム ゼ ル峠 南 の ロ ー ヌ氷 河 に 水 源 を た ど る こ

とが で き る。

5)ハ ンフ ォー ド

最 終 処 分 場 の 選 定 に 当 っ て は,そ の過 程 の

わ か り易 さ も必 要 と され,公 聴 会 の 開 催 が 求

め られ,ま た州 の 拒 否 権 もあ る。

ハ ンフ ォー ドの サ イ トは,コ ロ ン ビ ア 川 の

右 岸 に拡 が る荒 涼 た る所 で,川 沿 い に は 戦 争

中 か らプ ル トニ ウ ム 生 産 炉 が並 び,現 在 はN
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リア クターが稼動 していて,チ ェルノブイル

と同型 との事で新聞ざたになっている。 さら

にプル トニウム抽出施設,高 速実験炉(FF

TF),低 レベル廃棄物処分場 などが,ポ ツン

ポツンと砂漠の中に点在 している。また川沿

いにはワシン トン電力3つ の原子力発電所が

並んでいるが,稼 動 しているのは1基 である。

このサ イ ト内に地層処分の候補地が存在す

る。

第2処 分場については,DOE(米 国エネ

ルギー省)関 係者は,原 子力発電の伸び予測

の下方修正で,緊 急性は低いとして決定を延

期 してしまったが,バ ッテル(DOEの 施設

の運営 を委託されている民間のシンクタンク

で,世 界最大級)の 関係者は,1982年 の廃棄

物法によって規定されているので,決 めざる

を得ないのではと言っていた。この問題 につ

いては,DOEと 議会 との関係もこじれて き

ていて,更 に処分候補地の選挙なども関連 し,

混乱 している。一説には,1998年 処分開始 も

あや しげになったと言われる。

6.お わ り に

欧米諸国の処分関連施設を2週 間かけて見

て回ったわけであるが,特 に地下実験につい

ては,随 分 と先行 している幾つかのプロジェ

クトに今後 とも参加 して,技 術的にもキャッ

チアップしてい く必要があるの と同時に,我

が国においても我が国の地盤上の特性 を考慮

した上での地下実験場が必要であることを認

識 した。

核燃料サイクルにとっても,処 分問題は時

間的にも,空間的にも特殊な問題であるので,

各国 とも,国 民の充分な理解 を得た上で実施

しようとしている。そのための努力を,各 国

とも,程 度の差 こそあれ,研 究開発機関は払

っていると感 じられた。

高 レベル廃棄物の発生は,再 処理工場の本

格的な稼動 とともに始ま り,そ れ を1990年 と

し,そ の後30年 間の中間貯蔵 を仮定すると,

処分場の運開は2020年 となる。10年 間の建設

期間を見込む と,2010年 には処分場サイ トの

決定 と,必 要な技術的,地 質的,水 理的な情

報が必要 となる。現在1986年,約25年 間の余

裕があることになる。

充分 な時間があると言うべ きか,あ るいは,

そうゆっくりはしていられないと言うべ きな

のか。

なお,本 調査にご協力を頂いた 日本原子力

研究所,動 力炉 ・核燃料開発事業団,電 気事

業連合会,中 部電力(株)並 びに(財)電 力中央

研究所の諸機関及び調査 に参加 された方々に

感謝 いたします。(まつい かずあき 主管研

究員)
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表1セ ミナー 出席 者 内訳

は じめに

1976年 に 発 足 し た"NationalFuelCelI

Seminar"は,NationalFuelCellCoor-

dinatingGroup(EPRI1),GRI2),D

OE3),NASA4),AFWAL5))の 主 催

で 今 年10回 目 を 迎 え,"1986FuelCell

Seminar"が1986年10月26日 ～29日 の4日 間,

米 国 ア リゾ ナ 州 ツー ソ ンで 開 催 され た。

米 国,EC諸 国 を 中心 に,16力 国 か ら約330

名 が 参 加 し,燃 料 電 池 関 連 の 研 究 者 と技 術 者

が 一 堂 に 会 し,技 術 水 準 の 高 い 成 果 の 発 表 が

な さ れ た 。 出 席 者 の総 数 と参 加 国 を最 近 の2

回の セ ミナ ー と併 せ て 表1に 示 す 。

出 席 者 の 内訳 か ら も推 察 され る よ うに,燃

料 電 池 関 連 の 研 究 開 発 は,米 国,日 本 が 中 心

で,EC諸 国 は,イ タ リア,オ ラ ン ダ を中 心

に よ うや く研 究 を開 始 し た と い う状 況 で あ る。

当研 究 所 は,実 用 化 に 向 け て の 開 発 計 画 や

主 要 技 術 課 題 の動 向 につ い て の 情 報 交 換 を 目

的 と して 「国 際 電 池 技 術 総 合 シ ン ポ ジウ ム 」

(注)1)ElectricPowerResearchInstitute

2)GasResearchInstitute

3)DepartmentofEnergy

4)NationalAeronauticsandSpaceAdministra-

tion

5)AirForceWrightAeronauticalLaboratory

'83セ ミナー '85セ ミナー '86セ ミナー

1.

2.

3.

4.

ア メ リ

日

ヨー ロツパ諸国

そ の

力

本

他

219

38

25

25

名 名

237

68

21

17

名

238

53

36

7

総 数 307
名 名343 名334

を1986年1月 に通商産業省工業技術院,新 エ

ネルギー総合開発機構,電 力を中心 とする関

係各社の協力を得て開催 した実績 を評価され

て,始めて本セミナーに参加することになった。

このセ ミナーのプログラムと発表論文数 と

を表2に 示す。

開会セッションにおける三つの総括的な講

演に続いて,分 科会的に分割 された各セッシ

ョンで発表が行なわれた。発表論文数は,ボ

スターセッションの46論 文 を加 えて合計98で

あった。燃料電池の型式別分類による論文数

はそれぞれ次の通 りで,

① リン酸型燃料電池関係

② 溶融炭酸塩型燃料電池関係

③ 固体電解質型燃料電池関係

④ 燃料電池の応用と経済性評価

⑤ その他

44件

23件

16件

5件

10件

研究開発の状況および関心も論文数に比例 し

)

)
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表2'86FuelCellSeminarの プ ロ グ ラ ム と発 表 論 文 数

No. 活 動 月 日 時 間 発表論文数

1 Registration 10月26日 15:00～19:00

2 WelcomingReception 〃 17:00～19:00

3 OpeningSession 10月27日 9:00～11:30 3

(BuffetLuncheon) 11:30～13:00

4 GasIndustry's40kWProgram 〃 13:00～16:00 4

5 SolidOxideFuelCellTechnology 〃 13:00～15:30 5

6 PosterSessiononSolidOxideTechnology 〃 15:30～18:00 (11)
'7

PosterSessiononPhosphoricAcidTechnology 〃 15 30～18 00 (8)

8 WesternThemePartyandCookout 〃 19 00～22 00

9 PhosphoricAcidFuelCellProgram 10月28日 8:30～11:30 5

10 CarbonateFuelCellTechnology 〃 8:30～11:30 6

(BuffetLuncheon) 11:30～13:00

11 CarbonateFuelCellTechnology 〃 13:00～15:00 5

12 PhosphoricAcidFuelCellSystems 〃 13:00～15:00 5

13 PosterSessiononMoltenCarbonateTechnology 〃 15:00～17:30 (ll)

14 PosterSessiononPowerPlantTechnology 〃 15 00～17 30 (16)

15 JapaneseReception 〃 18 00～19 30

16 FuelCellPowerPlantDesigns 10月29日 8:30～11:30 6

17 UnconventionalFuels 〃 8:30～11:30 5

(BuffetLuncheon) 11:30～13:00

18 FuelCellApplicationandEconomicAssessments 〃 13:00～14:30 5

19 PlansforCommercialDevelopment 〃 14:30～16:30 3

20 Conclusionofthe1986FuelCellSeminar 〃 16:30

合 計 98

()は ポ ス ター セ ッ シ ョ ン

て い る よ うに 思 わ れ た 。 ま た,国 別 の 発 表 数

は,米 国71,日 本19,イ タ リア3,オ ラ ン ダ

2,カ ナ ダ,イ ン ド,イ ン ドネ シア 各1で,

米 国,日 本 に 集 中 して い た。

以 下 で は,こ の セ ミナ ー で の 報告 の 概 要 を

セ ッ シ ョン の分 類 で整 理 し て紹 介 す る。

1.開 会 セ ッシ ョン

開会式は,米 国電力研究所(EPRI)の

EdwardGillis氏 の 開 会 宣 言 で,早 朝 に も拘

らず 出席 者 約250名 と盛 況 の 中 で 始 ま っ た。

開 会 式 に 続 いて 行 わ れ た最 初 の 名 誉 あ る基

調 講 演 は,米 国 商 務 省BruceMerrifield氏 の

発 表 で,新 エ ネ ル ギ ー 開 発 全 般 に 渡 た り,最

近 の 数10年 間 を各 セ ク シ ョン に分 け,各 セ ク

シ ョン に つ い て,米 国 の 指 標 と して 国 民生 産

額,失 業 率,イ ン フ レ率 を取 りあ げ 評 価 し,

2000年 まで に ど うい う方 向 で進 む べ き か,と

い う問 題 に つ い て講 演 し,新 分 野 と して の 燃
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料 電 池 の 開 発 意 義 を訴 え,参 加 者 の 賞 賛 を受

け た。

次 に,ロ スア ラ モ ス国 立 研 究 所 のJamesR.

Huff氏 に よ る燃 料 電 池 技 術 の 現 状 の 講 演 が

あ っ た 。 米 国 に お け る燃 料 電 池 の 開 発 は,ジ

ェ ミ ニ,ア ポ ロ計 画 で 宇 宙 船 電 源 と して 利 用

され た ア ル カ リ電 池 に始 ま った が,現 在 は,

化 石 燃料 を改 質 した 水 素 を燃料 に使 用 す る リ

ン酸 型 燃料 電 池 の 開 発 が 最 も進 ん で お り,燃

料 電 池 の 容 量 も,燃 料 電 池 の 累 積 運 転 時 間 も

順 調 に増 大 して い る。 リ ン酸 型 燃 料 電 池 の 開

発 プ ロ ジ ェ ク トの 大 き な流 れ と して は,オ ン

サ イ ト用 と電 気 事 業 用 の2つ が あ り,オ ンサ

イ ト用 と し て は,TARGET計 画 を継 承 した

GRI(ガ ス研 究 所)計 画 が あ り,ガ ス事 業

用40kWのPC-18燃 料 電 池 の フ ィー ル ド ・

テ ス トが 各 所 で行 わ れ,引 き続 き200kWの オ

ンサ イ ト用 燃 料 電 池 の 開 発 計 画 が あ る 。一 方,

電 気 事 業 用 と して は,1971年 に ス ター ト した

FCG-1計 画 で進 め られ,配 電 系 統 に 接 続

した1MWの 発 電 実 験 の 成 功 に 引 き続 き,

1981年 か ら1983年 に か け て4.5MWの 発 電 プ

ラ ン トの 実 証 試 験 が行 わ れ た。

将 来 の 商 業 化 計 画 と し て は,IFC

(lnternationalFuelCell)社 の 進 め て い る11

MW発 電 プ ラ ン トとWH(Westinghouse)社

の7.5MWプ ロ トタ イプ 発 電 プ ラ ン トが あ る。

溶 融 炭 酸 塩 型 燃 料 電 池 の 研 究 開 発 は,米 国

に お い て精 力 的 に進 め られ て お り,セ ル ス タ

ッ ク面 積 の拡 大,セ ル 電 圧 の 向上 と累 積 運 転

時 間 の 延 長 な ど を 目標 と し た研 究 が 行 わ れ て

い る。

固 体 電 解 質 型 燃 料 電 池 の 研 究 開 発 は,WH

社 を中 心 に進 め られ て お り,よ り大 き なユ ニ

ッ トの 開 発 を 目差 して い る。

日本 を代表 して,新 エネルギー総合開発機

構(NEDO)の 伊藤登氏から日本の燃料電

池の研究開発の概要についての報告があった。

リン酸型燃料電池の開発に関 しては,東 京

ガス㈱,大 阪ガス㈱が,GRI計 画の一環 と

して行 っている40kWの フィール ド・テス ト

や東京電力㈱がUT(UnitedTechnology)

社か ら購入 して試験 を行った4.5MWの 燃料

電池の運転実績などがある。 また,国 産技術

としては,重 電4社 〔㈱ 日立製作所,富 士電

機㈱,㈱ 東芝,三 菱電機㈱〕の20～50kW発 電

システムの開発 とNEDOに よって進められ

ているムーンライ ト計画の1MW2基 〔低

温低圧型,高 温高圧型〕の開発などがあ り,

これ らの紹介があった。

溶融炭酸型燃料電池(MCFC)の 研究開

発は,ム ーンライ ト計画により1981年 から開

始され,MCFCの 材料研究,1kWセ ルス

タックの要素研究が行われ,1985年 には,1

kWセ ルスタックの開発に成功 した。引き続

き,10kWス タック開発のために1セ ルの電

極面積を3,600～1,600cm2に し,セ ル段数を25

～70にす る技術開発がNEDOを 中心に進め

られており,研 究開発中の5社 〔重電4社,

石川島播磨重工㈱〕のテス ト状況が示 された。

最後に,燃 料電池の適用分野 とその市場性

について,大 規模発電用,分 散配置発電用,

オンサイ ト発電用それぞれについての市場導

入可能規模の検討結果が示された。

2.ガ ス事業者のオンサイ ト用 リン酸型燃料

電池

GRIプ ロ ジ ェ ク トは,DOE〈 米 国 エ ネ

ル ギー 省)な どの 公的 資 金 をべ 一 ス に リン酸
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図1GRIプ ロ ジェ ク トに よる40kW燃 料 電池 の設 置場 所

型燃料電池の開発 と商品化を推進 しているプ

ロジェクトで,1982年 か ら1986年 にかけて,

オンサイ ト用40kWの 燃料電池の発電装置を

IFCが46基 製作 し,現 在36の 事業者が42基

を米国(21州)お よび 日本 〔東京ガス㈱,大

阪ガス㈱〕で運転 している。40kW燃 料電池の

設置場所 を図1に 示す。

燃料電池の設備 コス トは8,000ド ル/kW,

機器設置期間は4週 間で,設 置 コス トは1,000

ドル/kW程 度を要 した。電力系統 との連系

は,系 統接続運転が28サ イ ト,系 統独立運転

が8サ イ トに な って い る 。

燃 料 電 池 の 平 均 累 積 運 転 時 間 は,現 在6,500

h/基 以 上 と な り,そ の 内14基 は8,000時 間 を

超 え,全 体 で30万 時 間 を超 え る実 積 を残 して

い る 。 また,稼 動 率 も63%に な り,目 標 値(55

～65%)を 達 成 して い る
。

運 転 上 の トラブ ル は,主 要 コ ン ポー ネ ン ト

の 改 質 器,セ ル ス タ ッ ク,イ ンバ ー タ 関係 に

少 な く,ポ ンプ,バ ル ブ,継 手 な どの 補 機 類

に 多 く発 生 して い る。 トラブ ル の 発 生 に もか

か わ らず,連 続1,000時 間 以 上 の運 転 を達 成 し
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ているが,実 用化に向けては,燃 料電池用の

補機類の改良が必要 となると思われる。

今後の課題 として,電 池冷却水管の腐食に

よる閉塞対策 と電気のコン トロール回路の改

良などが検討 されている。

3.電 気事業用 リン酸型燃料電池

米 国 にお け る電 気 事 業 用 リン酸 型 燃 料 電 池

の 開 発 に は,IFCを 中 心 とす るPC23(11

MW)の 研 究 とWH社 を 中 心 とす る7.5MW

の研 究 の2つ が あ る 。

IFCの 開 発 は,DOEの 資 金援 助 とNA

SA,EPRIの 技 術 協 力 を受 け て 進 め られ

て お り,MWク ラ ス の 発 電 プ ラ ン トの 商 業

化 の ため の 技 術 を確 立 す る こ とに あ る。

大 型 セ ル ス タ ッ クの 開 発 は,電 極 面 積10ft2

×28セ ル,3ス タ ッ クで 材 料 と製 造 法 を 実 証

し,10ft2×469セ ル の ス タ ッ ク を組 立 て 後,始

め られ る。

セ ル技 術 の 開 発 目標 は,コ ス ト低 減 シ ス

テ ム特 性 向 上,長 寿 命 化 で あ り,動 作 条 件 も

圧 力120psia(8.4ata),温 度405.F(207℃),

電 極 面 積10ft2(9,300cm2)と な っ て い る。

こ の ス タ ッ クの テ ス トは,1986年 の 後 半 に

始 め られ る予 定 に な っ て い る。

低 抵 抗 損 失 触媒 を用 い た 実 規 模 の シ ン グ ル

チ ュ ー ブ 型 改 質 器 につ い て は,燃 料 供 給 速 度

の 向 上 を 目差 して 天 然 ガ ス とナ フ サ を使 用 し

て トー タ ル396時 間 の テ ス トを行 っ た。ま た,

改 質 器 用 の バ ー ナ ー 試 験 装 置 も設 置 し て,2

MW相 当 の 商 業 用 バ ー ナ ー の テ ス ト も行 う

こ とが で き る。

Two-bridgeイ ンバ ー タ シ ス テ ム の2MW

Powerswitching電 極 を建 設 し,設 定 条 件 と

設定条件外で順調に試験 を行った。

WH社 の開発は,7.5MWの りン酸型燃料

電池の発電プラン トを1990年 代初期に商業化

することを目標 として進められている。

実用化への次のステップ として,WH社 は,

1.5MWの パイロッ ト発電プラン トの建設 を

予定 している。このプラン トは,7.5MWの 縮

少版ではな く,構 成機器の一部である。

次に7.5MWと1.5MW燃 料電池の構成機

器の数量 を表3に 示す。

表37.5MWと1.5MW燃 料 電 池の構 成機 器

7.5MW 1.5MW

改 質 器 6モ ジュ ー ル 1モ ジュー ル

電 池 20モ ジュ ー ル
4モ ジュ ー ル

(4×375kW)

イ ンバー ター 2ユ ニ ッ ト 1ユ ニ ッ ト

回 転 機 FullSize 同左

システム機器 FullSize 同左

1&C FullSize 同左

現 在,1.5MW用 燃料 電 池 の 改 質 器 の研 究

は,テ キ サ ス 州 ヒ ュ ー ス ト ン のHaldor

Topsoe社 で1986年3月 よ り開 始 され,7月

ま で に800時 間 の運 転 を行 っ た 。

1987年 に は,1.5MWプ ラ ン トの テ ス トプ

ロ グ ラム を 完 成 し,1990年 に テ ス トの 実 施 を

予 定 し て い る。ま た7.5MWプ ラ ン トは,1990

年 か ら1993年 に か け て 開 発 の 予 定 で あ る。

一 方
,日 本 にお け る電 気 事 業 用 リン酸 型 燃

料 電 池 の 開 発 は,NEDOを 中心 と し た低 温

低 圧 型1MWと 高 温 高 圧 型lMWの2つ

が あ る。

低 温 低 圧 型1MWの パ イ ロ ッ トプ ラ ン ト

の 建 設 は,1984年4月 の シ ス テ ム 設 計 に始 ま

り,現 在,関 西 電 力 ㈱ 堺 港 発 電 所 でPAC

(ProcessandControl)テ ス ト中 で あ る 。 ヌ、
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1

タ ッ クは260kW×4か ら な り,富 士 電 機 ㈱ と

三 菱 電 機 ㈱ の2社 が 分 担 製 作 して お り,運 転

条 件 は,190℃,4ataと 低 温 低 圧 で あ る。

1984年4月 末 に 燃 料 電 池 ス タ ッ ク を 除 くパ

イ ロ ッ トプ ラ ン トの建 設 を終 了 し て,ダ ミー

ス タ ッ ク を用 い たPACテ ス トに 入 り,1986

年5月 中 旬 に,天 然 ガ ス を導 入 し,現 在 シ ス

テ ム のPACテ ス トを行 っ て い る。

高 温 高 圧 型1MWの パ イ ロ ッ トプ ラ ン ト

は,中 部 電 力㈱ の 知 多 第2火 力 発 電 所 に建 設

さ れ た 。 プ ラ ン トの 設 計 ・製 作 は,㈱ 日立 製

作 所 と㈱ 東 芝 に よ っ て行 わ れ た。 プ ラ ン トの

運 転 条 件 は,205℃,7ataと 高 温 高圧 で あ る。

PACテ ス トは,1986年2月 に始 ま り,現

在 最 終 段 階 を む か えて い る。PACテ ス トの

主 要 項 目 に は,プ ラ ン ト全 体 の 圧 力 上 昇 テ ス

ト,空 気 系,セ ル 冷 却 系,燃 料 処 理 系 の テ ス

ト,ダ ミー ス タ ッ ク を用 い たプ ラ ン トの 総 合

テ ス トが あ る。 テ ス トは順 調 に進 み,ダ ミー

ス タ ッ ク を実 ス タ ッ クに 交 換 す る 時 期 まで 来

て い る。

4.溶 融炭酸塩型燃料電池(MCFC)

米 国 の 研 究 開 発 費 は,リ ン酸 型 燃 料 電 池 が

実 用 段 階 に近 づ きつ つ あ る た め,徐 々 にMC

FCに 移 行 し て い る。IFCやERC

(EnergyResearchCorporation)な ど は,

DOEやEPRIの 資 金 援 助 を受 けて 着 実 な

開 発 を進 め て い る。

IFCで は,lft2×20セ ル の サ ブ ス ケ ー

ル ・セ ル ス タ ッ クの運 転 実 績 を踏 ま え て,実

用 化 に 向 け て の ス ケ ー ル ア ップ ・デ ー タ を取

得 す る た め に8ft2×20セ ル の シ ョー ト・ス タ

ッ ク を製 作 し,運 転 を開 始 した 。 耐 久 性 テ ス

ト期間は2,000時 間を予定 してお り,す でに

800時 間の運転を行っている。今後は,出 力密

度の向上 とセルの長寿命化に向けての研究が

続けられる予定である。

ERCは,燃 料改質装置 を必要 としない直

接型MCFC(内 部改質型MCFCと 同意)

の開発 を行ってお り,1ft2×10セ ルスタック

を製作 ・運転 し,電 池特性 と操作性の確認テ

ス トを実施 している。

5.固 体電解質型燃料電池(SOFC)

固体電解質型燃料電池の研究は,ま だ基礎

研究の段階で,研 究機関も米国のWH社 とA

NL(ア ルゴンヌ国立研究所)と 日本の電子

技術総合研究所などに限られている。

固体電解質型燃料電池は,1,000℃ の高温で

反応するため電極反応はさらに容易 とな り50

%以 上の発電効率が期待で きるほか,排 熱 も

高温であることか ら,複 合発電による発電効

率の向上や石炭ガス化の熱源 として利用でき

る可能性が高 く注 目されている。

WH社 は,1985年 からSOFC開 発に取 り

組 み,1980年 に新 しい構 造 を持 つ 円筒 型

multi-cellタ イプのSOFCを 考案 した。W

H社 のSOFCの 概念を図2に 示す。

その後,サ ブスケールの発電モジュールで

ある24セ ル(22W/セ ル)で,2,000時 間を超

える運転 に成功 し,シ ール レスデザイ ンの

概念を実証 した。 また合せて,こ のセルは自

己温度維持運転ができることを実証 した。現

在,324セ ル発電機(5kWユ ニ ット)の設計,

製作およびテス トが完了した ところで,今 後

実用化に向けて25～200kW規 模のSOFC

発電 システムに適合 したモジュールの設計や
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燃料電極バス

(b)直 並列接続

図2円 筒型マ ル チセ ル タイプ の燃料 電 池

数kW規 模 のSOFC発 電 機 の 開 発 と製 造

お よ び テ ス トが 計 画 され て い る。

一 方
,ANLはmonolithic燃 料 電 池 と い う

新 しい 燃 料 電 池 の デ ザ イ ン を開 発 し,昨 年 度

か ら試 験 を始 め た 。こ の デ ザ イ ンは,強 靱 で,

軽 量 な ハ ニ カ ム構 造 か らな り,セ ラ ミッ ク コ

ン ポー ネ ン トを採 用 して い る。 そ の構 造 を 図

3に 示 す 。

monolithicタ イプ の セ ル は,製 作 され 運 転

され た 。 この セ ル は,反 応面 積3cm2の カ ソー

ド/電 解 質/ア ノ ー ドの3層 の 複 合 体 か ら な

る。monolithicタ イ プ の セ ル の 目標 電 気 抵 抗

は,0.6A/cm2で あ るが,現 状 で は,H2と02

を用 い て,2.2A/cm2で 作 動 に 成 功 して い る。

ま た,2つ の セ ル を 組 合 せ た ア レ イ も 製 作

・運 転 さ れ ,H2と0、 を 用 い て 運 転 条 件

e

呂

の
二
〇
》

Current

図3Monolithicタ イ プ の 燃 料 電 池

1,000℃,50mA/cm・ で650時 間 以 上 作 動 し た。

こ れ らの 実 績 か ら,こ の タ イ プ のSOFCの

実 現 の 可 能 性 も大 き くな っ て きた。

6。 特殊燃料の燃料電池への適用

燃料 電 池 の実 用 化 に とっ て,燃 料 の 多様 化

は 燃料 の 安 定 供給,安 価 な 燃 料 を使 用 す る こ

とに よる コス ト低減 な ど一 つの 開発事 項 で あ る。

GRIプ ロ ジ ェ ク トで進 め られ て い る オ ン

サ イ ト用40kWの 燃料 電 池 の フ ィー ル ド ・テ

ス トに お い て,SouthernCompanyServices

(SCS)やSouthernCaliforniaEdison

Company(Edison)で は,特 殊 燃 料 と し て石

炭 層 か らの メ タ ン燃 料,landfillガ ス(埋 立 地

ガ ス)やdigestorガ ス な ど を使 用 して順 調 に

運 転 実 績 を あ げ て い る。SCSの フ ィ ー ル

ド ・テ ス トで は,メ タ ン燃 料 を用 い て1984年

10月 よ り16カ 月 間 運 転 し,総 運 転 時 間8,011時

間,稼 動 率68%を 達 成 した 。 また,平 均 発 電

効 率37%,平 均 燃 料 効 率49%と まず まず の成

果 を収 め た。 コマ ー シャ ル ガ ス と石 炭 層 メ タ

ン燃 料 との 差 違 は な く,8×10i4ft3の 石 炭 層

メ タ ン ガ ス 資 源 の あ る米 国 に と って は,有 用

な 燃 料 と考 え られ る。
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7.燃 料電池の応用 と経済性評価

筆者らは日本の産業分野における燃料電池

の適用の見通 しについて次のような趣 旨の報

告 を行なった。

日本におけるオンサイ ト用発電は,従 来,

自家発電 という形で産業分野を中心に普及 し

てきた。 日本の産業分野における燃料電池の

導入設備規模について,商用電力購入コス ト,

蒸気タービンによる発電 コス ト,燃 料電池の

目標発電 コス トで比較検討すると,2,000kW

以下が有望 と考 えられる。また,燃 料電池の

排熱を有効利用する熱併給発電 システムの導

入 しやす い分野(熱 電比が高 く,使 用温度

200℃ 以下)と して,食 料品製造業や繊維工業

などがあげられる。 これらの産業への燃料電

池の導入規模 を試算すると,約5,000MWと

なる。

従来からの既設 自家発電設備の更新時に燃

料電池 を導入する需要も考慮すると,燃 料電

池の産業分野への導入規模はかなりの量にな

るもの と思われる。

今後の課題 としては,燃 料電池の 目標設備

コス トおよび性能向上の早期達成,既 存の発

電設備 に劣 らない信頼性および高温の廃熱回

収技術の確立などがあげられる。

おわ りに

今回は じめて燃料電池の国際セ ミナーに出

席する機会 を得 たが,出 席者は年々増え,出

席率 も高 く,燃 料電池への関心度の高さを肌

で感 じることができた。発表内容は一部開発

経過説明に終始 したようにも思われたが,開

発段階か ら実用化段階へ確実に移行 しつつあ

り,技 術競争が激 しくなって きているとも考

えられた。

燃料電池の実用化は,リ ン酸型燃料電池で

は1990年 代初期 と云われているが,実 用化に

向って最後の正念場 を迎えつつあ り,こ れか

らの開発研究が成否を握 っていると思われた。

最後に,今 回の出張において何か とお世話

いただいた 日本を代表する燃料電池関係者の

方々に紙上 を借 りて厚 くお礼 申し上げます。

(しおい り みつ ぐ 主任研究員)
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研究所のうごき

(昭和61年10月1日 ～12月31日)

◇ 評議員会開催

第7回 評 議 員会

日 時:11月18日(火)15:00～17:45

場 所:経 団連 会館(9F)ク リス タル ・ル ー

ム

議 題:

(1)議 長挨 拶

(2)〔 報 告 〕

昭和60年 度事 業 及 び収支 決算

昭和61年 度事 業計 画 及び収 支 予算

(3)〔 講 演 〕

世 界の エネ ル ギー開発 の行 方(大 塚 益 比

古 エネ ル ギー技術 情報 セ ンター長)

(4)懇 談

◇ 月例研究会開催

昭 和61年11月 拡 大 月例 研 究会

日 時:ll月17日(月)10:00～16:30

場 所:虎 ノ門パ ス トラル(本 館1F)葵 の 間

議 題:

(1)開 会 の あ い さつ(所 長 山本寛)

② 来 賓 の あい さつ(資 源エ ネ ルギー庁 審議

官 逢 坂 国一 氏)

(3)"巨 大 技術安 全研 究"グ ルー プ グル ー

プ ・リー ダ あい さっ(東 京大 学工 学部 教 授

秋 山 守 氏)

(4)原 子力安 全 問題 とIAEAの 役 割(国 際

原子 力機 関次 長兼 原子 力安全 部長L.コ

ンス タンチ ノブ 氏)

(5)ヒ ュー マ ン ・フ ァ クター につ い ての研 究

開発 動 向(人 間工 学会 会長 ・東 京大 学名誉

教授 大 島正 光 氏)

(6)「 安 全 性高 度化 計画 一 セー フテ ィ21」 の

推進(資 源エ ネ ル ギー 庁公益 事 業部 原子 力

発電安 全 管理 課長 神 田淳 氏)

(7)巨 大技 術 の安全 性を考 え る((財)日 本 総

合研 究所 会長 岸 田純 之助 氏)

(8)閉 会 のあ い さつ(専 務理事 越 川文雄)

◇ 主なできごと

9月30日(火)「 プル サー マ ル」 第2回 委 員会

開催

10月2日(木)「 メタ ノー ル ・エ ン ジン調査 」

第1回 委員会 開催

「100kW級風 力発 電 シス テム最 適

仕様 調査 」 第1回 委員 会 開催

3日(金)「 天然 ガ ス 自動 車調査 」 第1回

委員 会 開催

7日(火)「 新 シー ズ(火 山発 電方 式)」 第

2回 委員 会 開催

17日(金)「100kW級 風 力発 電 シス テム最 適

仕様 調査 」 第2回 委員 会 開催

20日(月)「 シ ミュ レー シ ョン技術 部会 」

第6回 委 員会 開催

27日(金)「 プ ルサー マル 」 第3回 委貝会

開催

「プル トニ ウ ム利用 方策 開発 調

査 」 第1回 委 員 会開催

11月11日(火)「 シス テム評価 手 法検 討 」 第4

回委 員 会開催

17日(月)拡 大 月例研 究会 開催

18日(火)第7回 評議 員会 開催

「社会 的安全 目標検 討」 第3回

委員 会 開催

19日(水)「CWMへ の ニー ズ に関 す る調

査研 究 」第2回 総 会 開催

20日(木)「 巨大 技術 の安 全 性確 保 に 関す

る懇談会 」 開催

21日(金)「FBR安 全 性調 査:FAST」

第3回 委員会 開催

25日(火)「 シ ミュ レー シ ョン技術 部会 」

第7回 委 貝会 開催

「プル トニ ウム利用 方策 開発 調

査 」第2回 委 員会 開催

26日(水)「 原 子力 プ ラン ト運 転の 信頼 性

に関す る研 究会 」開催(第50回)

28日(金)「SPS(新 シー ズ)」 第2回 委

員会 開催

12月1日(月)第8回 「原 子力 長期構 想 懇談会 」

開催

2日(火)「100kW級 風 力発 電 シス テム最 適

仕様 調査 」 第3回 委員 会 開催
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「LNG貯 槽 管理 システ ム調査 」

第2回 研 究会 開催

12月5日(金)「 石 油TES技 術 管理 調査 」 第

2回 委 員会 開催

8日(月)「 石 油TES導 入利 用調査 」 第

2回 委員会 開 催

9日(火)「 実用発 電 用原 子炉廃 炉 技術調

査 」 第2回 委 貝会 開催

11日(木)「 負荷 集 中制 御 システ ム検 討 」

第1回 委員 会 開催

12日(金)「TES用 ガ ス ター ビン調査 」

第2回 委 員会 開催

15日(月)「 確 率論 的安 全 評価(PSA)

に関 す る国 内 シン ポジウ ム」開 催

(15日(月)～17日(水)の3日 間)

16日(火)「 プ ルサー マ ル」第4回 委員会

開催

「分散 型新発 電 技術 実用 化実 証

研 究 に関す る調査 」 第2回 委員 会

開催

「エ ネル ギー フ ロンテ ィア計 画

調査 」 第2回 委員 会開 催

18日(木)「 メタ ノー ル エ ンジ ン調 査 」第

2回 委 員会 開催

「100kW級風 力発 電 シス テム最 適

仕様 調査 」 第4回 委員 会 開催

19日(金)「 オ ンサ イ ト用燃料 電 池仕様 調

査 」第2回 委 員会 開催

「天 然 ガス 自動車調 査 」第2回

委 員会 開催

23日(火)「 シス テム評価 手 法検 討」 第5

回委 員 会開催

25日(火)第1回 「EDB懇 談 会 」 開催

◇ 人事異動

◇ そ の 他

ロ ジェ ク ト試験 研 究部

配 属

外 国 出張

(1)茂 田省吾 主任 研究 貝 は,「米 国 及 び欧州 に お

け る分 散 型電源 の系 統連 系 に関 す る考 え方 と

連 系 の実態 とを調査 す る」 ため,10月1日 よ

り同 月19日 の 間,米 国,英 国及 び西独 に出張

した。

(2)井 上 市郎 プ ロ ジェ ク ト試験 研 究部 長は,「第

13回 世 界 エネ ル ギー会議 に参 加 」の ため,10

月3日 よ り同月17日 の 間,仏 国 及 び西独 に 出

張 した。

(3)里 見 知 英主任 研 究員 は,「欧州 及 び米国 に お

け るLNG低 温貯槽 の観 察 ・検査 シス テム及

び ロボ ッ ト ・非破壊 検査 等 の関 連技術 の 現状

調 査 」の ため,10月4日 よ り同月18日 の間,

デ ンマー ク,西 独,仏 国並 び に米国 に 出張 し

た。

(4)吉 田正 寛主任 研 究員 は,「欧州 に お ける コジ

ェ ネ レー シ ョン技術 の調査 」 のた め,10月14

日よ り同月25日 の間,英 国,イ タ リー及 び 西

独 に出張 した。

(5)塩 入 貢 及 び鈴 木 正 博 の両 主任 研 究 員 は,

「1986燃 料電 池 セ ミナー での論 文発 表 と併せ

て 米 国 に お け る 燃料 電 池 開発 動 向 を調 査 す

る」 ため,10月23日 よ り11月6日 の間,米 国

に 出張 した。

(6)蓮 池宏 研究 員 は,「天然 ガス 自動 車の普 及状

況,技 術 開発 状 況並 び に制 度面 で の対応 状 況

を調 査す る」た め,11月8日 よ り同 月23日 の

間,カ ナ ダ,米 国及 び イ タ リー に出張 した。

010月1日 付

(採 用)丹 呉 良郎 主任研究員に任命,プ
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